
◎　施策の基本情報

1　施策の目指す姿の実現に向けた主な取り組み実績

２　成果指標

３　成果指標の達成状況

達成度 達成状況に関する背景・要因

B

■成果指標「妊婦一般健康診査受診率」・・・【達成度 ｂ 】
・H23からH26にかけて横ばいで推移しているものの、妊娠・出産の環境づくりの成果が現れていると考える。

■成果指標「乳幼児健康診査受診率」・・・【達成度 ｂ 】
・H23からH26にかけて横ばいで推移しているものの、乳幼児の健康の保持増進に関する取り組みの成果が現れていると考
える。

実績値

目標値

100.0 100.0

実績値 97.8 98.6 98.2 98.1

乳幼児健康診査受診
率

乳幼児の健康診査の受
診状況を示す指標

健康づくり課で乳幼児
の健康診査受診状況
を把握する。
　受診乳幼児数／健康
診査対象乳幼児数

％

目標値 100.0

実績値 98.1 99.1 100.0 98.8

100.0 100.0 100.0

Ｈ２５
Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

(基準年度)

妊婦一般健康診査受
診率

妊婦の健康診査の受診
状況を示す指標

健康づくり課で妊婦健
診受診状況を把握す
る。
　受診者数／母子手帳
交付者数

％

目標値

2-6 政策名

(1)妊娠・出産の環境づくりの推進
○妊娠、出産に関する知識の普及啓発
　・妊婦とその家族を対象にパパママ教室を開催
　・赤ちゃんとのふれあい体験教室の実施
○妊婦一般健康診査の実施と受診しやすい環境づくり
　・妊婦一般健康診査（14回）、子宮頸がん検診を実施
○医療機関などと連携した相談、支援体制の充実
　・母子健康手帳の交付時に妊産婦保健指導を実施
○医療費や不妊治療など経済的負担の軽減
　・特定不妊治療費の助成
　・妊産婦医療費助成（1医療機関1月につき入院2,500円、外来750円の自己負担）
(2)乳幼児の健康の保持・増進
○乳幼児健康診査の実施と受診しやすい環境づくり
○乳幼児の予防接種の実施と普及啓発
　・個別健診（1か月児、4か月児、10か月児）の実施
　・集団健診（7か月児、1歳6か月児、2歳児親子歯科、3歳児）の実施
○医療費など経済的負担の軽減
　・未熟児養育医療給付
　・乳幼児医療費助成（1医療機関1月につき入院、外来とも500円の自己負担。3歳未満は所得制限、自己負担なし）

成果指標名
成果指標設定の考え方

（なぜ、この指標で成果を測ることにしたの

か）

成果指標の測定企画

（どのように実績を把握するのか）
単位

数値
区分

Ｈ２３ Ｈ２４

施策の
目指す姿

安心して出産し、親子が健や
かに育っています

施　策　評　価　シ　ー　ト　（ 平 成 ２ ６ 年 度 実 績 評 価 ） 

心身ともに健康に暮らしてい
ます

施策
主管課

健康づくり課
施策主管
課長名

総
合
計
画
中
期
プ
ラ
ン

伊藤　徳明政策№

現状と課題

健康づくりの推進
政策の

目指す姿

・家族形態が変化し、妊娠・出産や乳幼児期の子育てに不安を感じている親が多くなっています。

関係課名 国保医療課施策№ 2 施策名 母子保健の推進

－施策評価シート1－



４　施策を構成する事務事業一覧

５　施策を構成する事務事業の検証

-乳幼児に対する医療費を助成
（受給者証の交付人数　㉕ 3,982→㉖ 3,957人）

６　施策の総合的な評価

（①市民ニーズや市の関与の必要性が低下した事業、②投入コストのわりに成果が低い事業、③施策への貢献度の低い事業はない
か）

（施策の目標を達成するため、さらに成果の向上を図る事業はないか）
・乳幼児医療費助成事業について、平成27年8月から助成内容を拡充する。
[所得制限の撤廃、医療費全額助成]

（新たに取り組むべき事業はないか）

国保医療課

B

（課題）
・母子の不安解消には、保健師による相談支援の強化が必要。
・育児不安や子どもの発達問題、虐待等で支援の必要なケースが増えており、出産後の支援体制の検討が必要。

（今後の方向性）
・家庭にいる保健師や助産師など在宅有資格者の掘り起しと人的ネットワークの構築により、産後サポートを検討する。

番
号

事務事業名 担当課 施策への貢献度

事業内容（実績） 直結度 成果

１

乳幼児医療費助成事業

３

母子保健事業 健康づくり課

A B妊婦健診と乳幼児健診を実施
（妊婦一般健康診査の受診回数　㉕ 7,947→㉖ 7,458回）

４

養育医療費助成事業 健康づくり課

B -未熟児に対する医療費を給付
（申請人数　㉕ 13→㉖ 18人）

５

特定不妊治療費助成事業 国保医療課

B -特定不妊治療費を助成
（交付人数　㉕ 38→㉖ 42人）

２

妊産婦医療費助成事業 国保医療課

B -妊産婦に対する医療費を助成
（受給者証の交付人数　㉕ 335→㉖ 316人）

－施策評価シート2－


